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 本研究は、教員養成課程に所属する大学生を対象に学校広報について考える授業プログラムを開発・実施し、
実施後の質問紙を通じてその有効性を明らかにすることを目的とした研究である。本研究では学校広報の中でも
特に「学校が積極的に情報を発信すること」と「学校が危機に陥った際の対応」について取り上げて論じる。こ
れまでに、管理職研修で学校広報について扱う実践報告は多くあるものの、教員養成課程で学校広報について扱
った実践報告は少ない。本研究で開発した授業プログラムは、2つである。1つ目は、日頃の情報発信の重要性を伝
え、ポジティブなことを外部へ発信していく方法を紹介する「積極広報編」である。2つ目は、学校で事件・事故、不祥事
が起きた場合にどのように対応すべきかについて考える「危機対応編」である。研究の結果、授業を通じて、学校広報に
対する学生の意識の向上が見られたほか、学校広報について教員養成で扱うことの可能性が示唆された。1
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1. 問題の所在 
 
1.1. 学校広報の現状と課題、重要性 
学校が行う広報活動を学校広報 (School Public 
Relations)というが、この概念は、1938 年ごろに米国
で成立したもので、米国の公教育制度と密接な関わりが
ある。 
Doyle M. Borther (1972, 1983)は学校広報を、「学校
と学校関係者との間で十分理解し合い、友好的な協力関
係を築くために行う活動であり、説得や対話を目的とし
た計画的・体系的プロセスである」と定義付けている 2
このように Doyle は、対象を学校関係者に限定し、
手段は様々であるとしている。 
。  
一方、豊福(2008)は、学校広報を「学校と地域社会と
の間で十分理解し合い、友好的な協力関係を築くよう努
めること」3
まず、学校が行っている学校広報の現状について論じ
る。 
と定義しており、学校広報の対象者は、も
っぱら保護者や児童生徒などの学校関係者のみではな
く、学校に興味関心をもつ全ての人々であるとしている。
また学校広報の手段は、紙媒体や校内掲示物、ウェブサ
イトや、イベント等幅広く含まれるとしている。豊福
(2008)の定義によると、学校で事件・事故、不祥事が起
きた場合などの危機状況の対応も学校広報である。本稿
では、学校広報の定義を豊福(2008)に基づき論じる。 
学校広報の最も一般的な手段は、学級通信や保護者便
りなど、文章仕立ての印刷物を配布することだと考えら
れる。しかし、東京都のある中学校が、印刷物の家庭到
着度を調べたところ、わずか 4割程度であった 4
 豊福(2009)が 2008年に実施した就学児童生徒の保護
者・一般社会人計約 1500 人に実施したアンケート調
査
。この
結果は、学校広報の最も一般的な手段とされる印刷物で
さえも学校広報の機能を果たしきれていないというこ
とが言えるだろう。 
5では、「学校からの情報提供は、学校を正しく理解
するために十分な量ですか？」という問いに対して、「十
分」もしくは「まあまあ」の回答は全体の 4 割強とい
う結果であった。この結果は、学校広報が十分に行われ
ていないということを表す結果であると言うことがで
きるだろう。豊福(2009)は「学校が社会に対して日常を
社会とつながる教員養成に関する実践的研究（2012） 
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十分に伝えていない」6
中野富士見中学校いじめ自殺事件
と述べている。 
7や瑞浪中学校い
じめ自殺事件 8、滝川高校いじめ自殺事件 9
上記のことをふまえ、学校が行っている学校広報の課
題として、2点が挙げられる。1点目は、学校が社会に
対して十分に情報を発信することができていないとい
う点である。2点目は、学校の危機状況における対応が
十分ではないという点である。 
など、教員
が生徒に事実を口止めしたり、学校側の主張が二転三転
したり、学校の危機状況における児童生徒や保護者、メ
ディアなどに対する対応も十分とは言えない。 
 つぎに、前述した 2 点の課題を解決する必要性を述
べる。 
 1点目については、継続的かつ積極的に学校の情報を
発信することは、学校と社会の双方がコミュニケーショ
ンをとることにつながり、信頼関係の形成のために非常
に重要であると考えられるからである。このことについ
て、豊福(2005)はZajonc(1968)10の単純接触効果と同じ
原理であることを指摘し、「積極的情報開示では、日々
の具体的活動状況を高頻度で発信することで学校の日
常が伝えられ、ステークホルダの信頼感と協調関係を醸
成する」ということや、「学校が、自らポジティブに学
校の現実を広く知らせる姿勢を貫くことで、学校関係者
との信頼形成や、学校の諸活動へのより積極的な参加・
参画への道を、切り開くことができる」と主張してい
る 11
 君島(2011)は、十分な情報発信をすることは「とくに
危機が発生したときに大きな役割を示す」
。 
12
 つぎに、2点目の課題を解決することの必要性を述べ
る。 
と、危機が
発生した際のリスクマネージメントとなることを指摘
している。つまり、学校からの十分な情報発信は、学校
に興味関心をもつすべての人との信頼関係を築くため
に必要であるということを指摘している。 
 学校の危機状況において、不十分な対応は、児童生徒
や保護者、メディアなどに対して様々な憶測を招き、間
違った情報を与えることになる。このことによって、児
童生徒や保護者をはじめとする社会全体との信頼関係
を崩すこととなってしまう。そのため、学校の危機状況
において、児童生徒や保護者、メディアなどに対して、
十分な対応が求められる。 
 ここまでで述べてきた学校広報における 2 点の課題
の背景として、教員養成の段階において、これらの内容
が十分に扱われてこなかったことが考えられる。 
 
1.2. 国立教員養成の現状と課題 
 ここ十数年、私たちは国際化や情報化によって時代や
社会の急激な変化の中におり、教員が対応すべき問題が
急増している。藤田(1997)は「国際化、情報化によって
学校教育においては、さまざまな問題が発生し、緊急の
対策が叫ばれている」13
 2011 年 1 月の教員の資質能力向上部会においても、
今日の学校現場が取り組むべき課題について、「いじ
め・不登校等へ対応、特別支援教育の充実、外国人児童
生徒への対応、ICT の活用をはじめとする様々な課題
が急増するとともに、学力の向上や、家庭・地域との連
携協力の必要性も指摘されている」
と述べており、学校教育におい
ても、時代の変化にともなって様々な問題が発生してい
ることを指摘している。藤田の指摘は、今から 10年以
上も前にされた指摘であるが、学校教育は時代や社会の
急激な変化に伴って、今なお様々な問題が発生している。 
14
 様々な課題に対応する能力が求められている一方で、
2011年 9月に公表された「教員の資質能力向上方策の
見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計
結果【速報】」によれば、初任者教員の資質能力の充実
度について、校長により評価は、12項目中 9項目(子ど
も理解力、児童・生徒指導力、集団指導の力、学級づく
りの力、学習指導・授業づくりの力、教材解釈の力、豊
かな人間性や社会性、常識と教養、対人関係能力・コミ
ュニケーション能力)で、「やや不足している」、「と
ても不足している」とする割合が 4 割を超え、教員と
しての基礎的な力が十分に身に付いていないことなど
が指摘されている
と記されている。 
15
 また、今後 10年間に、教員全体の約 3分の 1、すな
わち 20万人弱の教員が退職し、経験の浅い教員が大量
に誕生することが懸念されている
。 
16。これまで、教員
の資質能力の向上は、養成段階よりも、採用後、現場に
おける実践の中で、先輩教員から新人教員へと知識・技
能が伝承されることにより行われる側面が強かったが、
今後は、更に伝承が困難になることが予想される 17
 時代や社会の変化に伴い、教員の資質・能力の保障と
更なる向上が求められることはどんな時代においても
常だが、初任者教員の資質能力の充実度に関する結果も
踏まえ、今日、教員の資質・能力の保障と更なる向上の
ために、教員養成の在り方が指摘されている。 
。 
 平成 21年 3月卒業者における小学校教員免許状取得
者数の養成期間別新規学卒者免許状取得者数は、国立教
員養成課程での取得者が57.6％を占めている 18。また、
平成 21年 3月卒業者における国立教員養成課程での免
許取得者のうち、56.6％が教員として就職している 19
 2011年 1月の教員の資質能力向上部会において、教
員養成の現状と課題について、以下のように記されてい
る。 
。
このことから、国立の教員養成課程が担う役割は、教員
全体の資質能力の向上において非常に重要であるとい
うことが明らかである。 
 
他の審議会や、学術団体等から、「専門分野の単
位取得が十分でないまま教員になる場合があ
る」20、「教員を目指す学生が授業や実習を通じ
教員養成課程の学生を対象とした「学校広報支援プログラム」の開発 
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て情報端末・デジタル機器やソフトウェアに触れ
る機会を増やすとともに、科学技術と社会とのつ
ながりに関する講義を充実させるべきである」21、
「養成段階で、特別支援教育に関する内容を取り
扱うことになっているが、通常の学級の担任、特
別支援学級担当教員について何らかの専門性向上
のための方策を検討していく必要がある」22、「教
員養成課程においても、環境教育を積極的に取り
上げるとともに、実践的な指導方法を教授するこ
とが必要」23
 
など教員養成カリキュラムを充実す
べきとの指摘がなされている。 
 しかし、国立教員養成課程のカリキュラムについて、
何が不足しているのか、教員養成のどの段階でどのよう
なことを学ぶかについては、まだまだ十分に検討がなさ
れていない 24
 本稿では、教員養成段階で十分に扱われていないと考
えられる学校広報について取り上げ、教員養成課程の具
体的なプログラムを開発、実施し、その成果と課題を論
じる。 
のが現状である。 
 
1.3. 教員養成課程で学校広報を扱う必要性 
 学校広報について扱うのは、教員になってからの研修
とりわけ管理職研修である。「これから始める学校広報
ガイド」でも「学校広報は管理職が主導的に取り組むべ
き取組のひとつ」25
 まず、学校広報における課題の１点目を解決するため
に、なぜ教員養成課程で学校広報を扱う必要があるのか
について論じる。 
と記されている。そのため、管理職
を対象とした学校広報に関する研修は行われているも
のの、これまでに、教員養成課程で学校広報について扱
っている事例はほとんどない。しかし、前述した学校広
報における課題を解決するためには教員養成課程で学
校広報を扱うことは重要であると考えられる。 
 教員は、授業中の発言や、学級通信など、普段からた
くさんの情報を発信し、児童生徒や保護者に様々な影響
を及ぼしている。このことは、管理職でなくても、1年
目の教師にも言えることである。このことから、学校広
報は、管理職が主導的に取り組むべき取組のひとつであ
るが、教員養成の段階で十分な情報発信の方法について
学ぶ必要があると考えられる。以上をふまえ、教員養成
課程で、十分に情報発信を行うことについて考える内容
を扱う必要があると考えられる。 
 つぎに、学校広報における課題の 2点目を解決するた
めに、なぜ教員養成課程で学校広報を扱う必要があるの
か論じる。 
 学校の危機状況における対応は、主に管理職が行うが、
教員になり、いつ自分の担任する学級、担当する部活な
どで、危機状況に陥り、当事者となるかは分からない。
教員養成課程の学生は、教員として事件事故に巻き込ま
れることに対して様々な不安を抱えており、不安を抱え
たまま卒業している。学校の危機状況に対する漠然とし
た不安を取り除くためにも、教員養成の段階で、深刻な
事例を、具体例を通して学ぶ必要があると考えられる。 
 以上をふまえ、教員養成課程で、危機状況における対
応について考える内容を扱う必要があると考えられる。 
 しかし、2点の課題を解決するために教員養成課程で
扱うべき内容を専門的に、研究している人は少なく、教
師個人の情報発信について研究している人も少ないた
め、これらの内容を大学の教員のみで指導することが難
しいと考えられる。 
 
1.4. 新聞記者の視点から学校広報を考える必要性 
 本研究では、学校広報における 2 点の課題を解決す
るために教員養成課程で扱うべき内容を大学のスタッ
フでは指導することが難しいため、本研究で開発するプ
ログラムは、長年にわたって学校現場を取材し続けてき
た読売新聞東京本社の記者の協力を得て取り組む。 
 まず、学校広報における 1 点目の課題を解決するた
めに、新聞記者の視点で学校広報を考える必要性を論じ
る。 
 教師の情報発信は、保護者への発信や、教育委員会へ
の発信、メディアへの発信など様々である。そのため、
より普遍的な情報発信を学ぶ必要がある。情報発信の方
法を学ぶために、今回はプレスリリース 26
 以上をふまえて、新聞記者の視点で学校広報を考える
必要性は、どのように情報を発信すれば、あらゆる人に
正確に情報が届くかを考えることと、教育記事がどのよ
うな経緯で記事として取り上げられているかを知るこ
とにより敵対視される傾向にある新聞記者と良好な関
係を築くきっかけとすることである。 
を取り上げ
ることとした。普段から多くのプレスリリースを見てお
り、どのように情報を発信すれば、あらゆる人に正確に
情報が届くかということを知っている新聞記者の視点
が必要であると考えられる。また、新聞記者などのメデ
ィア関係者は学校から敵対視される傾向にあるため、教
育関係の記事がどのような経緯で記事となっているの
かをしっかりと理解し、新聞記者と上手に付き合うきっ
かけをつかむ必要があると考えられる。 
 つぎに、学校広報における 2 点目の課題を解決する
ために、新聞記者の視点で学校広報を考える必要性を論
じる。 
 危機状況における学校や学級がどのような状況にお
かれているのかを客観的に話すことができる人は、取材
を行った人のみであり、具体的な事例を裏話も含め話す
ことができるのは新聞記者である。また、危機状況に関
する新聞記事がどのような経緯で新聞記事となったの
かを理解することにより、敵対視される傾向にある新聞
記者と良好な関係を築くことができると考えられる。 
 以上のことをふまえ、新聞記者の視点で学校広報を考
社会とつながる教員養成に関する実践的研究（2012） 
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える必要性は、危機状況において、新聞記者の持つ客観
的な視点と、危機状況に関する記事がどのような経緯で
記事となったのかを理解することにより、敵対視される
傾向にある新聞記者と良好な関係を築くきっかけとす
ることである。 
   
2. 研究の目的と方法 
 
2.1. 研究の目的 
 これまで、教員養成課程で扱われることの少なかった学
校広報の授業プログラムを開発し、本プログラムが、教員
養成課程の学生にとって、マスメディアから見た学校の姿
を理解し、学校広報に対する意識の向上に効果があるかを
明らかにする。 
 
2.2. 研究の方法 
 教員養成課程の学生向けの学校広報の授業プログラ
ムを開発し、実施する。 
 授業プログラム実施後に、質問紙で、授業プログラム
を受講したことで教員養成課程の学生の学校広報に対
する意識の向上が見られたかや、どのように意識が変化
したかを調査する。 
  
3. 授業プログラムの開発・実施の実際と考察 
 
3.1. 授業プログラムのねらいと工夫 
 本研究で開発する授業プログラムは、教員養成課程の
学生を対象として、前述した学校広報の 2 点の課題を
解決するために授業プログラム案・教材作成を行う。ま
た、今後他の教員養成課程の講義内でも取り入れていく
ことを可能にするために、新聞記者と連携して、大学の
教員が指導できることが求められる。 
 以上のこともふまえ、開発した授業プログラムは以下
の 2つである。 
 1つ目は、日頃の情報発信の重要性を伝え、ポジティ
ブなことを外部へ発信していく方法を紹介するプログ
ラムを積極広報編として開発した。長年、学校のポジテ
ィブな面を取材し続けてきた新聞記者を招き、大学の教
員と掛け合いで、その記事ができるまでの経緯を紹介す
る授業プログラムである。また、新聞記事として取り上
げられている先生や学校は、具体的にどのように情報を
発信しているのかを紹介していただき、その中で特にプ
レスリリースという方法を実際に学生が体験する、とい
う授業プログラムである。 
  2 つ目は、学校で事件・事故、不祥事などの危機状
況に陥った場合にどのように対応すべきかについて考
える授業プログラムを危機対応編として開発した。長年、
学校の事件や事故、不祥事に関する記事に携わってきた
記者を招き、「桐生小 6 女児自殺事件」27
 つぎに、それぞれの授業プログラムについてのねらい
を述べる。 
を取り上げ、
大学の教員と掛け合いで、記事ができるまでの経緯を紹
介する授業プログラムである。 
 積極広報編のねらいは、プレスリリースを書くという
営みを通して、外部とりわけメディアから見た学校の姿
を意識することである。また、メディアと学校が良好な
関係を築き上げるために、実際に教育現場のポジティブ
なことを書かれている記者が書いた記事は、どのような
経緯で記事となっているのかを理解し、普段は直接顔を
見ることのない新聞記者の思いを知ることである。 
 危機対応編のねらいは、具体的な危機に対する学生の
不安を解消するために、自分自身が教員になったときの
ことを想像しながら、危機状況における対応を考えるこ
とである。また、マスメディアと学校が良好な関係を築
き上げるために、学校の危機状況を取り上げた記事は、
どのような経緯で記事となったのかを理解し、記事に携
わった記者の思いを知ることである。 
  
 「積極広報編」の授業プログラムを開発するにあたり、
おさえなければならないポイントは以下の 6点である。 
 
① 大学の教員が指導できる。 
② 新聞記者から見た学校広報の視点を取り入れたプ
ログラムとする。 
③ よく情報発信をしている学校や先生を具体的に紹介
する。 
④ ホームページやブログは、情報発信のみならず、情
報の蓄積にも役立つことを伝える。 
⑤ 実際にプレスリリースを書く活動を取り入れ、積極 
   的な学校広報の具体例を紹介する。 
⑥ プレスリリースを書く際のポイントを紹介する。 
⑦ プレスリリースを書くことを目的とするのではなく、 
  様々な情報発信においてポイントは共通する、とい 
  うことを伝える。 
 
 「危機対応編」の授業プログラムを開発するにあたり、
おさえなければならないポイントは以下の 4点である。 
 
① 大学の教員が指導できる。 
② 「マスメディアから見た学校」という視点を取り入
れたプログラムとする。 
③ 実際にゲストが取材した事件を取り上げ、その事件
の時の学校の対応について具体的に紹介する。 
④ 学校が非常時に陥ったときに具体的にどのような
手立てを講ずるべきかを伝える。 
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3.2. 授業プログラム実施の実際と考察(積極広報編) 
（１）授業プログラム実施の状況 
 
 本授業プログラムは、藤川大祐の「メディアリテラシ
ー教育」の講義の 1コマ(90分)で実施した。「メディア
リテラシー教育」は、学部 2年生〜4年生、大学院生の
選択授業であり、様々なゲストを招いたりしながら、メ
ディアリテラシーに関する教育について学ぶ講義であ
る。 
（２）授業プログラムの計画  
以下が講義の大まかな流れの計画である。 
 
表 1 授業プログラムの計画 
導
入 
◯ 藤川から本授業プログラムの経緯、趣旨を説明 
◯ 片山記者から自己紹介 
◯ 片山記者がこれまで書いてきた記事の紹介 
◯ 「i-learn」の紹介 
◯ 先生の個人ブログの紹介 
展
開 
◯ プレスリリースについて説明する 
◯ プレスリリースを書くコツを説明する 
◯ プレスリリースを書く 
◯ 片山記者から、プレスリリースの講評をする 
ま
と
め 
◯ 片山記者から学生へメッセージ 
◯ 藤川からコメント 
 
（３）授業プログラム実施の実際 
藤川から、本授業プログラムの趣旨を説明した後、片
山記者を紹介した。片山記者は、今までに書いてきた記
事の紹介を行った。藤川の「学校は正直取材しにくいで
すか？」という質問に対して、片山記者は「学校以外の
取材先と比較して学校は取材しにくいです。なぜなら、
情報共有がしっかりとされていないからです」と語った。
藤川の「学校取材の際に必ずチェックするものはなんで
すか？」という質問に対し、片山記者は「取材に行く際
に必ず学校ホームページをチェックしています。学校ホ
ームページの更新頻度が高い学校は、取材に行っても対
応が良いことが多いです」と語った。藤川が学校ホーム
ページをランク付けするサイトがあることを紹介し、筆
者から、豊福が運営する「i-leran」の使い方の紹介を
行った。藤川の「記事のネタはどこから見つけてくるの
か？」という質問に対して、片山記者は「記事のネタを
口コミや個人ブログから見つけてきています」と語り、
具体的に個人ブログで情報を発信している先生のサイ
トをいくつか紹介した。 
その後、藤川の「学校や先生個人が、学校独自の取組
を新聞記事として取り上げてほしい場合はどうしたら
いいのか？」という質問に対して、片山記者は「企業で
よくやられているプレスリリースという方法がありま
す」と紹介した。その後、片山記者は、実際に出された
プレスリリースの良いところ悪いところを指摘し、プレ
スリリースを作成するときのコツのパワーポイントを
使って紹介をした。「プレスリリースのコツは、4 つで
す。ポイント 1は 『いつ、どこで』が一目で分かるこ
とです。これは当然ですね。ポイント 2 は活動の経緯
と目的、その活動の売りがはっきり書いてあることです。
ここは少し難しいかもしれません。ポイント 3 は、連
絡先、責任者が書いてあることです。当然のことなので
すが、意外とここが抜け落ちていたりします。ポイント
4 は、 活動がイメージできるような写真があることで
す。これがあることで活動がイメージしやすくなって、
取材に行ってみようかな、と思います。」 
 学生は、プレスリリース状況理解シート 28と年間指
導計画表 29をもとに記者のアドバイスをもらいながら、
プレスリリースシート 30
 
を使ってプレスリリースを作
成する活動を 20分間行った。その後、学生が作成した
プレスリリース(図 1)に記者がコメントをした。 
 
図 1 学生が作成したプレスリリース 
 
（４）本実践の成果と課題 
「これまで『学校広報』の役割について考えたことが
ありましたか？」という質問に対して「考えたことがあ
った」「少し考えたことがあった」と答えた学生は、104
名中、わずか 30パーセント(31名)であった。また、「学
校の情報を発信する必要性について考えたことがあり
ましたか？」という質問に対して「考えたことがあった」
実施講義名：メディアリテラシー教育 
実施日時：12月 14日(水)4時限 14:30〜16:00 
対象：学部 2年生〜4年生、大学院生 104名 
ゲスト：片山圭子記者(読売新聞東京本社編集
局科学部教育ルネサンス班) 
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「少し考えたことがあった」と答えた学生と「あまり考
えたことがなかった」「考えたことがなかった」と答え
た学生は、半分ずつだった。 
 「教員の立場として積極的に広報する自分の姿が想像
することができましたか？」という質問に対しては、「想
像できた」「少し想像できた」が 57 パーセント(49 名)
と半数以上となった。また、「学校を、メディアがどの
ように見ているかが理解できましたか？」という質問に
対しては、「理解できた」「少し理解できた」が 90パー
セント(94 名)という結果となった。この結果から、メ
ディアから見た学校の姿を理解する、というねらいは達
成されたと判断することができる。 
学生の感想の中で主なものは以下の通りである。 
 
・ 自分が教員になったときに今回の授業プログラム
が役立ちそう ・・・40名 
・ 学校が情報を発信していくことの重要性が理解で
きた ・・・24名 
・ 多くの学校のホームページが機能していないとい
うことを感じた ・・・18名 
・ 積極的に広報をする中で児童生徒の個人情報の問
題はどうするのか ・・・6名 
・ 「i-learn」を知ることができてよかった ・・・5
名 
・ 学校内・学校外とのコミュニケーションの重要性が
理解できた ・・・5名 
 
 学生の感想の中には、「自分が教員になったときに広
報をしていくために今回の授業プログラムが役立ちそ
う」という感想が多くあった。「教員になる人は全員受
講するべき」という感想もあった。これは教員養成課程
の学生を対象に学校広報のプログラムを行った成果で
あると考えられる。 
 また、「学校が情報を発信していくことの重要性が理
解できた」という感想も多く、本プログラムを通して学
校広報に対する意識が高まったと判断することができ
る。 
 自分の母校のホームページを閲覧したり、学校を選択
するためにホームページを閲覧したりする際に学校ホ
ームページが機能していなかったために困った経験が
あり、片山記者の多くの学校ホームページが機能してい
ないという指摘や、学校ホームページは情報の蓄積に役
立つという指摘に強く共感した、という感想も多くあっ
た。 
 一方で、「積極的に広報する中で児童生徒の個人情報
の問題はどうするのか」という感想もあった。児童生徒
の個人情報をどこまで開示していいのかについて頭を
悩ませている教員にとって、学校広報と個人情報の開示
の境を判断することが難しいという指摘である。 
 また、「プレスリリースを書く動機付けがなかった」
という感想もあった。本授業プログラムの中で、プレス
リリースが唐突に登場すること、プレスリリースなどの
情報発信は教員の負担を増加させることに関する重要
な指摘である。今後、本授業プログラム内でプレスリリ
ースの位置づけや、状況理解シート、年間指導計画の内
容など、より一層の検討が必要であると考える。 
  
3.3. 授業プログラム実施の実際と考察(危機対応編) 
（１）授業プログラム実施の状況 
 
本授業プログラムは、藤川の「学校と教育」の講義の
中の 1コマ(90分)で実施した。「学校と教育」は、学部
1 年生の必修授業である。「学校と教育」では、学校教
育を中心に、教育とは何か、現代の教育がどのような歴
史的あるいは思想背景をもって成立しているかを学ぶ。
特に、教育課程及び授業実践について具体的な事例を通
して理解を深める。 
 
（２）授業プログラムの計画 
以下、講義の大まかな流れの計画である。 
 
表 2 授業プログラムの計画 
導
入 
◯ 藤川から本授業プログラムの経緯、趣旨を説明 
◯ 小松記者から自己紹介 
◯ 小松記者がこれまで書いてきた記事の紹介 
展
開 
◯ 「桐生小 6女児自殺事件」の一連の記事を取り上
げ、学校の具体的な対応について紹介 
◯ 学校が危機に陥ったときにどのようにするべき
かについて紹介 
ま
と
め 
◯ 小松記者からメッセージ 
◯ 藤川からコメント 
 
（３）プログラム実施の実際 
 藤川より、本プログラムの趣旨の説明が行われた。そ
の後、藤川より、小松記者の紹介があり、小松記者が今
までに書いてきた記事の紹介を行った。小松記者は、パ
ワーポイントを用いて学校の危機対応について語った。
小松記者は「学校の危機は、様々。例えば子どもの不慮
の死、子どもが加害者もしくは被害者、または双方の事
件や学級崩壊、教職員の不祥事。多くの場合、学校側は
事実関係を完全に把握できていません。だからといって
情報を発信しなくていいというわけではない。分からな
実施講義名：学校と教育 
実施日時：12月 14日(水)5時限 16:10〜18:30 
対象：学部 1年生(必修授業)  80名 
ゲスト：読売新聞小松夏樹記者(読売新聞東京
本社編集委員) 
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いのなら分からないという勇気を持つことが大切。これ
は相手を知れば分かります」と、マスコミの性質を指摘
し、学校には子どもを守るために真実を発信する義務が
あることを指摘した。藤川は「あまり謝らないほうがい
いという話を聞くが、謝ることは責任を認めることにな
るのでは？」という質問に対して、小松記者は「謝罪は
法律的な意味では責任をとること、お詫びは、それより
も低い。よく言う『極めて遺憾に思います』は残念です、
という意味になります。これはあまりにも無責任な印象
を受けます」と語った。小松記者は「学校の危機管理の
特徴は、対外的な公表に慣れていないこと。学校は、教
師が担当するクラスに入りにくいような閉鎖性を持っ
ているように感じます。人が亡くなっているにも関わら
ず、『極めて遺憾です』と発言することが多い。でも、
これは社会性のない発言です」と述べ、学校の危機発生
時の不十分な対応を指摘した。小松記者は、「学校で危
機が発生した場合、学校全体でその危機を乗り切るため
に解決にあたるのが基本です。通常、学校で危機が発生
した場合は教頭か校長が対応するが必ずしも管理職に
危機対応のマインドがあるとは限らない。現場教師とし
て自分がどうしたらいいか覚えておいてほしい。取材を
受けるか受けないかも自由だし、『私も当事者なので調
査を受ける立場にあり、軽々しく答えられない』とか『個
人的に大変ショックを受けているので、取材に答えるこ
とは生徒に申し訳ない』とか言うことは人として当然だ
し、記者も納得します」と語った。 
 その後、小松記者は「桐生市小 6 女児自殺事件」を
取り上げ、実際の記事を紹介しながら、学校側がどのよ
うな対応をして、どのような記事になったのかを丁寧に
紹介した。最後に、学校で事件・事故、不祥事が起きた
際に、大事なことについて小松記者は「教師が守るべき
ものはなにかをしっかりと考えてください。教師が守る
べきなのは立場ではなく、子どもたちです。事実はなに
かをしっかり考えてください。分からないことははっき
りと分からないと言えばいい。あとは隠さないこと。守
りにはいるのは絶対にだめです」と語った。最後に藤川
が「大変ヘビーな話だったと思います。もしかすると先
生にはできないと思った人もいたかもしれません。ただ
こういうことは、目をそむけてはいけないことですよね。
当然ながらもともとなにかをしていればこういった悲
劇は防げたかもしれないし、悲劇からさらに新たな悲劇
をうむこともどこかで防げたかもしれない。ということ
は、わたしたちは学んでおかなければならない。これは
桐生のこともそうだし、あるいは津波で多くの児童、先
生たちが亡くなった学校の例もありましたよね。そうい
うこともなんとか防ぐ方法を考えていかなければなら
ない。亡くなった方々の思いを無駄にしないようにわた
したちは教育のことを学んでいかなければならないと、
そういうふうに思います。ですからぜひ前向きに危機管
理、危機対応ということを意識していただきたいなと思
います」と語り、講義が終了した。 
 
（４）本実践の成果と課題 
 「これまで『学校広報』の役割について考えたことが
ありましたか？」という質問に対して「考えたことがあ
った」「少し考えたことがあった」答えた学生は、80名
中わずか 16 パーセント(13 名)であった。また、「これ
まで学校の危機対応について考えたことがありました
か？」という質問に対して「あまり考えたことがなかっ
た」「考えたことがなかった」と答えた学生は、37パー
セント(29名)だった。 
 「教員の立場として、学校が危機状況に陥ったときの
ことを想像することができましたか？」という質問に対
しては、「想像できた」「少し想像できた」が 88パーセ
ント(70名)となった。また、「学校を、メディアがどの
ように見ているかが理解できましたか？」という質問に
対しては、「理解できた」「少し理解できた」が 94パー
セント(75 名)という結果となった。この結果から、メ
ディアから見た学校の姿を理解する、というねらいは達
成されたと判断することができる。 
 学生の感想の主なものは以下の通りである。 
 
・ 自分が教員になったときにどうするかを考えるこ
とができた ・・・ 36名 
・ マスメディアに対するイメージがよくなっ
た ・・・19名 
・ 新聞記者という第三者からの視点を扱っていてよ
かった ・・・12名 
・ 教師は大変な職業だと感じた ・・・ 11名 
(うち、4名は教師になるのが不安になった) 
・ 具体的な事例を扱っていてよかった ・・・8名 
・ 危機管理・危機対応の重要性を理解することができ
た ・・・7名 
 
 学生の感想の中で最も多かったのは「自分が教員にな
ったときにどうするかを考えることができた」という感
想である。「今まで教員になることに対する漠然とした
不安があったが、今日の講義で具体的に危機状況におけ
るイメージがわいた」や「一番望ましいことは学校の危
機状況を避けることであるが、何が起こるか分からない
のでシミュレートしておくことは重要だと感じた」など
の感想があった。具体的な最悪の事態について、その対
処法を教員養成段階で考えることにより、教員養成課程
の学生が抱えている漠然とした不安を取り除くことが
できることが明らかになった。 
 「今までは学校の事件・事故、不祥事をマスメディア
が勝手に誇張していると思っていたが、記事ができるま
での話をきいて、マスメディアは真実を伝えようとして
いることが分かった」や「新聞記者に対して悪いイメー
ジを持っていたが、今日の講義でイメージがよくなっ
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た」や「マスメディアを敵対視せず、良い関係を築き上
げていきたい」など、「マスメディアに対するイメージ
がよくなった」という感想も多かった。 
 「危機対応を学校や保護者の視点ではなく、新聞記者
の視点を取り入れていて新鮮だった」や「普段の大学の
授業では取り扱わないようなヘビーな内容を学校から
の視点とは違った視点から詳しく解説してもらい、とて
も興味深かった」など、「新聞記者の視点から学校の問
題を据えていて非常に有意義だった」という感想も多か
った。 
 「教師は大変な職業だと感じたが、改めて教師になり
たいと思った」など、「教師は大変な職業だと感じた」
という感想も多かった。 
 また、「具体的な事例を扱っていてよかった」という
感想も多かった。具体的な事例を取り上げたことによっ
て、学校の対応によってその後の事態が変わる、という
ことを理解することができたと考えられる。 
 「いままで学校の危機について考えたことは全くあり
ませんでしたが、危機管理・危機対応の重要性を認識し
た」など「危機管理・危機対応の重要性を理解すること
ができた」という感想も多く、危機管理・危機対応の重
要性を認識してもらうことのできる授業プログラム内
容であったことも明らかになった。 
 一方で、「教師は大変な職業だと感じ、教師になるの
が不安になった」など、本授業プログラムを通して、自
分が教師になることに対する不安を抱いた学生もいた。 
 また、「まだまだ教育についての勉強が不足している
ためか、危機対応の話が難しかった」という感想もあっ
た。教育実習を経験していない 1 年生を対象にして行
ったため、自分が教員になるイメージがまだないためで
あると考えられる。今後、実施対象学年や実施時期につ
いても十分な検討をすることが課題である。 
  
4. 研究の成果と今後の課題 
 
 本研究によって、学校広報の授業プログラムを教員養
成課程で行うことの重要性が明らかになった。「積極広
報編」では、「教員になったときに今回の授業プログラ
ムが役立ちそう」ということ感想が多かったこと、「危
機対応編」では、「自分が教員になったときにどうする
かを考えることができた」という感想が多かったことか
らである。 
 また、学校広報の授業プログラムが、学生の学校広報
の意識の向上に役立つということが明らかになった。こ
のことは、学生の感想の中に「学校が情報を発信するこ
との重要性が理解できた」や「学校の危機管理・危機対
応の重要性が理解できた」という感想が非常に多かった
ことからである。 
 また、本授業プログラムを実施したことにより、メデ
ィアから見た学校の姿を理解してもらうことができた。
このことは、「積極広報編」を受講した学生が「学校を、
メディアがどのように見ているかが理解できました
か？」という質問に対して、「理解できた」「少し理解で
きた」が 90パーセント(94名)という結果となったこと
と、危機対応編を受講した学生は「理解できた」「少し
理解できた」が 94パーセント(75名)という結果となっ
たことからである。この結果より、今後、新聞記者など
のメディアと学校が、良好な関係を築き上げていくこと
が期待できる。 
 これまで教員養成課程で扱われることがほとんどな
かった学校広報について扱い、新聞社と連携して行えた
ことは本研究の授業プログラムの大きな成果である。こ
のことは、今後の教員養成課程のカリキュラムの充実に
示唆を与えうるのではないかと考えられる。 
 しかし、今回、進行する大学教員と、ゲストである新
聞記者が、十分な打ち合わせができなかったことから、
進行する大学教員と、ゲストである新聞記者の力量に委
ねられる部分が大きく、他の教員養成大学・学部で展開
するにはまだまだ不十分な授業プログラムであり、課題
が多いと考える。 
 また今回は、「積極広報編」を「メディアリテラシー
教育」の授業で、「危機対応編」を「学校と教育」の講
義の中で扱ったが、プログラム対象学年や、プログラム
実施時期については、ほとんど検討していなかった。例
えば、教育実習を終えているかなどプログラム対象学年
や、プログラム実施時期によって、学生の理解度や意識
が異なることが予想されるため、教員養成のどの段階で
行うべきなのかを今後、検討していく必要があると考え
られる。 
 また、学生が本授業プログラムによって学校広報に関
する意識が向上したことを完全に実証するためには、さ
らなる研究、実践、検証が必要であると考えられる。 
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